
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和５年１１月１７日（金）   ８：２２～８：２８ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：鈴 木 淳 司 国務大臣（総務大臣） 

小 泉 龍 司 国務大臣（法務大臣） 

上 川 陽 子 国務大臣（外務大臣） 

鈴 木 俊 一 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

盛 山 正 仁 国務大臣（文部科学大臣） 

武 見 敬 三 国務大臣（厚生労働大臣） 

宮 下 一 郎 国務大臣（農林水産大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

斉 藤 鉄 夫 国務大臣（国土交通大臣） 

伊 藤 太郎 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

木 原 稔 国務大臣（防衛大臣） 

松 野 博 一 国務大臣（内閣官房長官） 

河 野 太 郎 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

土 屋 品 子 国務大臣（復興大臣） 

松 村 祥 史 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

加 藤 鮎 子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

新 藤 義 孝 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

自 見 はなこ 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

欠 席 者：岸 田 文 雄 内閣総理大臣 

陪 席 者：森 屋 宏 内閣官房副長官 

栗 生 俊 一 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

欠 席 者：村 井 英 樹 内閣官房副長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      １件 

○国会提出案件    ４件 

○政令        ２件 

○人事        １件 

いずれも、案件表のとおり、決定となった。 
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議事内容： 

○松野国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。 

まず、閣議案件について、森屋副長官から御説明申し上げます。 

○森屋内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、信・解任状に認

証を仰ぐことについて、御決定をお願いいたします。本件は、「イラン国」及び「バ

ーレーン国」駐箚特命全権大使の異動に伴い、交付すべき信任状及び解任状であり

ます。 
次に、質問主意書に対する答弁書４件について、お手元の資料のとおり、御決定

をお願いいたします。 
次に、政令２件について、御決定をお願いいたします。「空家等対策特別措置法の

一部改正法の施行期日令」は、同改正法の施行期日を本年１２月１３日とするもの

であり、「独立行政法人住宅金融支援機構法施行令の一部改正令」は、同改正法の施

行に伴い、所要の規定の整理を行うものであります。 
次に、人事案件について、申し上げます。相川政行外１９８名の叙位又は叙勲に

ついて、御決定をお願いいたします。なお、元衆議院議員津島雄二を、正三位に叙

するものがあります。 
○松野国務大臣：次に、第２１２回国会における鈴木財務大臣の財政演説案について、

御検討をお願いいたします。財務大臣から、御説明をお願いいたします。 
○鈴木（俊）国務大臣：財政演説案の概要について御説明いたします。演説案は、令

和５年度補正予算の大要について説明するものです。演説案では、「デフレ完全脱

却のための総合経済対策」の趣旨を申し述べたうえで、令和５年度補正予算につい

て、歳出においては、総合経済対策等に係る経費について所要の歳出追加等を行う

こと、歳入においては、税収、税外収入及び前年度剰余金に加え、公債の発行を行

うことを説明しております。以上、財政演説案の概要について御説明いたしました。

御検討のほどよろしくお願い申し上げます。 
○松野国務大臣：ただ今の御説明につきまして、御意見がありましたら、お願いいた

します。 
これをもちまして、演説案の検討を終わります。 
なお、演説案の内容は、演説が行われるまで、外部に公表しない扱いになってお

りますので、お含みおき願います。また、演説資料は、回収させていただきますの

で、そのまま席上に置かれますよう、お願いいたします。 
以上をもちまして、閣議を終了いたします。 
引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。 
なお、海外出張された新藤大臣ほか２大臣の帰朝報告は、お手元の資料のとおり

です。 
御発言はございますか。 
無いようですので、これをもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和５年 

11月 17日 

◎ 一 般案 件

   ☆ イ ラン 国 駐箚 特 命全 権 大使 塚 田玉 樹 外１ 名 に交 付

す べ き信 任状 及 び前 任 特命 全 権大 使 相川 一 俊外 １

名 の 解任 状に つ き認 証 を仰 ぐ こと に つい て

（ 決 定）                          （外 務 省）

◎ 国 会提 出案件

1. 参 議 院議 員 浜田 聡 （Ｎ 党 ）提 出 ＡＶ 新 法施 行

後 の 効 果 検証と 施 行後 ２ 年以 内 に行 わ れる 見

直 し に 関 する質 問 に対 す る答 弁 書に つ いて

（ 決 定 ）          （ 内閣 府 本府 ）

   ○ 1. 参 議 院議 員 舩後 靖 彦（ れ 新） 提 出障 害 年金 の

障 害 等 級 に関す る 質問 に 対す る 答弁 書 につ い

て （ 決 定 ）         （ 厚生 労 働省 ）

1. 参議 院議 員石 垣 のり こ （立 憲 ）提 出 原子 力 災

害 か ら の 防護に お ける Ｓ ＰＥ Ｅ ＤＩ の 積極 的

な 利 活 用 に関す る 質問 に 対す る 答弁 書 につ い

て （ 決 定 ）      （ 原子 力 規制 委 員会 ）

1. 参議 院議 員川 田 龍平 （ 立憲 ） 提出 女 川原 発 一

号 機 の 天 井クレ ー ンの 支 持台 座 亀裂 に 関す る

質 問 に 対 する答 弁 書に つ いて （ 決定 )( 同上 ）

◎ 政 令 

   ○ 空家等 対 策の 推 進に 関 する 特 別措 置 法の 一 部を 改

正 す る 法律 の施 行 期日 を 定め る 政令 （ 決定 ）

（ 国 土交 通 ・総 務 省）

〃 ○ 独立行 政 法人 住 宅金 融 支援 機 構法 施 行令 の 一部 を

改 正 す る政 令（ 決 定）   （ 国 土交 通 ・財 務 省）

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
な し

資 料
あ り

資 料
あ り  

〔 別 添 〕
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          ◎ 人  事 

   ○ 東京学 芸 大学 名 誉教 授 相川 政 行外 １ ９８ 名 の叙 位 

又 は 叙 勲に つい て （決 定 ） 

 

 

〔 ○ 署 名 あり  ☆ 署名 な し〕 

 

 

資 料  
あ り  
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